
※平成30年12月21日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
 ≪概算要求状況欄≫ 金額上段：Ｈ31年度要求額  金額下段：Ｈ30年度予算額  〔全〕全国枠予算  〔国〕国費ベース  〔事〕事業費ベース

≪摘要欄≫  ○：ほぼ要望どおり措置等の見込み △：一部措置等される見込み ×：措置等されない見込み

要望・提案事項 予算内容等 摘要

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
〇強靭・安全・持続可能な水道の構築（他府省分
を含む）

〔全〕８２５億円
（〔全〕３７５億円）

〔全〕６５０億円

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
○災害医療体制の充実

※医療提供体制推進事業費補助金

〔全〕５４．７億円及び
※２３４億円の内数
（〔全〕４．２億円及び
※２２９億円の内数）

 
〔全〕８２億円及び

    ※２３０億円の内数

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
○広域災害・救急医療情報システム経費 〔全〕０．９億円

    （〔全〕０．６億円）
〔全〕０．６億円

＜（２）災害医療体制の充実の
内数＞

○広域災害・救急医療情報
システムの機能拡充

 H３０補正〔全〕３億円

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
○医療施設等耐震化促進事業（耐震診断）
 

○医療施設等耐震整備事業等

※医療提供体制施設整備交付金

〔全〕０．１億円
     （〔全〕０．１億円）

〔全〕４２．９億円及び
※７６億円の内数

（〔全〕※３２億円の内数）

 
〔全〕０．１億円

＜（２）災害医療体制の充実の
内数＞

〔全〕５４億円及び
※１０４億円の内数

＜（２）災害医療体制の充実の
内数＞

H３０補正〔全〕２１億円

（２）災害医療体制の充実

△

◆予算項目以外の状況
・災害医療体制整備の充実については、実現していない。

平成31年度 国の施策・予算に関する提案・要望 政府予算案（健康医療関係）
平成31年1月31日

大  阪  府

概算要求状況等
１．大阪府北部を震源とする地震等
の大規模災害への対応
（１）水道施設の災害復旧に対する
支援

×◆予算項目以外の状況
・H30年度第一次補正予算において被災した水道施設等に対する補助が行われたものの、H31年度予算
において本府の求める補助率及び補助対象事業の拡充は実現されていない。
・交付対象に管種が一部追加されたものの、本府が求める水道料金や有収密度等の採択条件の撤廃や
配水支管までを対象施設とする制度拡充の内容については実現されていない。

（５）災害時における小児周産期リエ
ゾンの認定・活動について

×

◆予算項目以外の状況
・特段の動きは見受けられない。

（４）医療施設等における耐震化推
進に向けた国庫補助金の補助率、
上限額等の拡充等
 

△

◆予算項目以外の状況
・医療施設等の耐震化整備の拡充等に係る制度改正等については、実現していない。

（３）広域災害・救急医療情報システ
ム（ＥＭＩＳ）の不具合検証及び改修
等

△

◆予算項目以外の状況
・広域災害・救急医療情報システムのサーバー増強などの十分な改修については、実現していない。
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要望・提案事項 予算内容等 摘要概算要求状況等
◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
○災害時心のケア支援体制の整備 〔全〕０．７億円及び地域

生活支援事業等５３７億
円の内数

（〔全〕０．６億円）

医療施設運営費等補助金
へ移管予定（予算額は不

明）

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞＜内閣府＞

○地域医療構想の達成に向けた取組の推進
・地域医療介護総合確保基金
○質が高く効率的な医療提供体制の確保

〇医師偏在対策の推進

〇特定行為に係る看護師の研修制度の推進

 
〇有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業
 

〇死因究明等体制の充実に向けた支援

〔事〕１，６５８億円
医療分野〔事〕９３４億円
介護分野〔事〕７２４億円

〔全〕１２０億円
（〔全〕１１３億円）

〔全〕６．１億円
（〔全〕４．１億円）

 
〔全〕５２億円

 （〔全〕２００億円）

〔全〕２．２億円
 （〔全〕２．２億円）

〔事〕１，８５８億円
医療分野〔事〕１，０３４億円
介護分野〔事〕８２４億円

〔全〕１１９億円

〔全〕５．６億円

〔全〕５２億円及び
H３０補正〔全〕２０億円

〔全〕２．２億円

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
○救急医療、周産期医療等の体制整備

・救急医療体制の整備

 
・周産期医療体制の充実

 
〇医療提供体制推進事業費補助金の予算確保

※医療提供体制推進事業費補助金

〔全〕１１億円及び
※２３４億円の内数
（〔全〕４．２億円及び
※２２９億円の内数）

〔全〕４．２億円及び
※２３４億円の内数
（〔全〕４．２億円及び
※２２９億円の内数）

〔全〕２３４億円
（〔全〕２２９億円）

〔全〕１１億円及び
※２３０億円の内数

〔全〕４．２億円及び
※２３０億円の内数

〔全〕※２３０億円を活用

（２）救急医療体制等の充実・強化
①救急医療体制の確保
②小児救急医療の充実
③周産期医療の充実
④医療提供体制推進事業費補助金
の予算確保
⑤特定科目にかかる救急医療体制
の充実
⑥若年層への献血推進策の充実

△

◆予算項目以外の状況
・周産期医療及び小児救急医療体制整備の充実については、実現していない。

２．保健医療体制等の確保
（１）医療提供体制の整備
①地域の実情等に応じた地域医療
介護提供体制の整備
②医師等の確保
③看護職員の特定行為にかかる研
修制度の受講体制整備
④訪問看護の安定的な供給体制の
確保
⑤医療安全管理のための体制確保
⑥有床診療所等へのスプリンクラー
等設置に対する支援制度の継続・拡
充
⑦あはき業に関連する広告の見直し
⑧障がい者への医療提供の充実
⑨申請・届出のオンライン化等
⑩死因究明制度の充実
⑪診療報酬制度の改善

△

◆予算項目以外の状況
・医師等の確保、訪問看護の安定的な供給体制の確保に関する制度改正等は、実現していない。
・医師偏在指標については、H31年３月頃に示される予定。
・専門医の5都府県の募集定員の上限撤廃については、実現していない。
・医療事故等が発生した際の医療機関による都道府県への報告義務に係る法令等の整備については、実
現していない。
・有資格者がいる施術所情報表示の全国一律の措置については、実現していない。
・医療機関へのホームヘルパーの派遣等、障がい者への医療提供の充実については、実現していない。
・診療報酬改定に向けて、特定行為に係る加算の見直しを検討中。
・申請・届出のオンライン化等は実現していない。
・検案技術の向上を図るため講習会等は実施されているが、不足する検案医の養成等の方策は示されて
いない。

（７）被災者の国民健康保険、後期
高齢者医療にかかる一部負担金・
保険料（税）の減免に対する財政支
援

△

◆予算項目以外の状況
・H30 年度第一次補正予算において、「大阪北部地震、７月豪雨、台風21 号、北海道胆振東部地震などの
被災地の復旧・復興支援等」として、被災者の生活の再建に向けて、被災した住民に医療保険等の一部負
担金、保険料等を減免した自治体に対する財政支援を実施することとされている。

（６）ＤＰＡＴ等災害時こころのケア活
動について

△
◆予算項目以外の状況
・災害時における精神科特有の情報を広域災害・救急医療情報システム（EMIS）で把握できるよう改修が
なされていない。
・都道府県におけるDPATの待機及び活動に関する指針及び予算的措置が十分確保されていない。
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要望・提案事項 予算内容等 摘要概算要求状況等
◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
○健康増進対策
 ・受動喫煙対策の強化

 ・健康増進事業

○がん対策
 ・新たなｽﾃｰｼﾞに入ったがん検診の総合支援事業

 ・がん診療連携拠点病院機能強化事業

 ・都道府県健康対策推進事業費（がん登録部分）

 
 ・肝炎対策

〔全〕４７億円
（〔全〕４２億円）

〔全〕９．７億円
（〔全〕９．７億円）

〔全〕１５．５億円
（〔全〕１５．５億円）

〔全〕２９．８億円
（〔全〕２９．６億円）

〔全〕１．３億円
（〔全〕１．３億円）

〔全〕１６８億円
（〔全〕１６８億円）

〔全〕４３億円

〔全〕１７．６億円

〔全〕１５．５億円

〔全〕２９．８億円

〔全〕１．３億円

〔全〕１７３億円

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
○難病対策

○慢性疾患を抱える児童などへの支援

〔全〕１，２２７億円
（〔全〕１，１４０億円）

 〔全〕１７０億円
（〔全〕１６５億円）

〔全〕１，２１９億円

〔全〕１７１億円

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
〇リウマチ・アレルギー対策 〔全〕１０．６億円

（〔全〕６．９億円）
〔全〕８．１億円

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
○保健、医療、福祉にわたる総合的な施策の推
進

〔全〕１，２８１億円
（〔全〕１，２８９億円）

〔全〕１，２５３億円

４．地域保健・感染症対策の充実・
強化
（１）難病対策の推進
①難病対策の充実
②診断・治療方法が確立していない
脳脊髄液減少症等の疾患にかかる
対策の充実

△
◆予算項目以外の状況
・難病法に基づく医療費助成について、助成対象である指定難病の拡大が検討されているが、手続きの効
率化や明確化に向けた要望は実現していない。
・Ｈ28年１月、中央社会保険医療協議会（中医協）において、脳脊髄液減少症の治療に有効とされる「ブ
ラッドパッチ療法」（硬膜外自家血注入療法）について、Ｈ２８年度からの保険適用が承認されたが、診断指
針・治療法確立のための更なる研究の促進については、実現していない。
・患児の治療状態や疾患群ごとの治療実態を踏まえた基準に関する変更等は、実現していない。

３．がん対策・循環器病予防など非
感染性疾患（ＮＣＤ）対策の推進
①受動喫煙防止対策の充実
②健康増進事業の充実
③がん対策推進基本計画に沿った
積極的な事業実施
④市町村のがん検診への支援の充
実
⑤がん検診推進事業の円滑な推進
⑥がん診療連携拠点病院の整備
⑦がん登録の充実
⑧小児・ＡＹＡ世代のがん患者に対
する支援
⑨肝炎・肝がん総合対策の推進

△

◆予算項目以外の状況
・受動喫煙防止対策の強化のため改正健康増進法が公布されたが、都道府県等が円滑な運用を行うため
の人件費を含めた十分な財政措置はなされていない。また、飲食店等における中小企業の事業主等が受
動喫煙防止対策として喫煙専用室を整備する際の費用助成について、健康増進法の改正を受けた十分な
措置がなされていない。
・「がん検診実施のための指針」に沿ったがん検診の提供体制確保のための支援策の拡充や市町村の実
情に応じた制度設計及び確実な地方交付税措置など、十分な措置がなされていない。
・小児・AYA世代の患者に対する支援について、措置されていない。
・全額国庫負担及び肝炎ウイルス感染者重症化予防対策事業の検査に係る助成事業の改正は、実現し
ていない。

（３）原爆被爆者に対する福祉事業
の充実

△

◆予算項目以外の状況
・訪問介護利用被爆者助成事業における所得制限の廃止については、実現していない。

（２）アレルギー疾患対策の充実

△
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要望・提案事項 予算内容等 摘要概算要求状況等
◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
〇造血幹細胞移植対策の推進 〔全〕２５億円

（〔全〕２３億円）
〔全〕２７億円

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
○地域における切れ目ない妊娠・出産支援の強
化

〔全〕２４１億円
（〔全〕２１５億円）

〔全〕２３１億円

◆概算要求の状況 ＜環境省＞
○石綿ばく露者の健康管理に係る試行調査 〔全〕２．４億円

（〔全〕２．３億円）
〔全〕１．９億円

◆概算要求の状況＜厚生労働省＞＜内閣官房
＞
〇新型インフルエンザ等の感染症対策の強化

〔全〕２８４億円
（〔全〕３０５億円）

〔全〕２８１億円

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
○精神科救急医療体制の整備

○認知症施策の総合的な取組
 ・認知症施策総合戦略の推進
 ・認知症疾患医療センターの整備の促進、相談
機能の強化

〔全〕１８億円
（〔全〕１７億円）

〔全〕２２億円
（〔全〕１５億円）

〔全〕１７億円

〔全〕２４億円

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
○自殺総合対策の推進 〔全〕３４億円

（〔全〕３１億円）
〔全〕３１億円

５．「こころの健康問題」への対策
（１）精神保健施策の推進
①精神障がい者の退院後支援の適
切な運用
②精神保健福祉法改正に伴う医療
保護入院等の運用の見直し
③精神科救急医療体制整備事業
④精神障がい者の合併症治療の充
実
⑤心神喪失者等医療観察法の円滑
な運用
⑥認知症治療における地域連携の
充実

△

◆予算項目以外の状況
・精神科救急医療体制整備事業に係るH２９年度以降の精神保健費等国庫負担（補助）金は申請通りの交
付を受けているものの、医療保護入院等の運用に係る必要な財源措置などは全く対応されていない。
・また、認知症疾患医療センターについて、国は機能評価を求めているが、必要な評価基準や評価方法な
どが示されていない。

（７）感染症対策の充実・強化
①新型インフルエンザ対策の充実・
強化
②予防接種法に基づく定期予防接
種の充実
③結核医療体制維持のための支援
④感染症指定医療機関の運営に対
する支援の充実

△

（６）アスベストによる健康被害の救
済

△◆予算項目以外の状況
・疾病程度ごとの救済方法の検討、間接ばく露者への救済措置及び長期・継続的な検診体制の確立は、
実現していない。

（５）不妊に関する総合的施策の推
進

△◆予算項目以外の状況
・助成制度の一部拡充。（男性不妊における初回治療分の助成の拡充。）
・高額不妊治療への保険適用及び不育症に関する施策の推進等は、実現していない。

（４）骨髄移植事業の充実

△◆予算項目以外の状況
・骨髄等の提供率のさらなる向上を図るため、ドナー登録の普及にあわせ、国におけるドナーの休業補償
制度の創設等、提供率の向上につながる施策が実現していない。

（２）自殺対策の充実

△
◆予算項目以外の状況
・実態解明に必要な調査研究が都道府県においてもできるような提供されるデータの更なる改善や地域自
殺対策強化交付金の補助率の見直しは、実現していない。
・また、座間事件を背景に国が取組みを求めている個別相談事業におけるSNS等を活用した対策につい
て、国と都道府県の役割や方策が明確に示されていない。
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要望・提案事項 予算内容等 摘要概算要求状況等
◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
○アルコール健康障害対策・薬物依存症対策・
ギャンブル等依存症対策の推進

〔全〕８．２億円
（〔全〕６．３億円）

〔全〕８．２億円

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
○データヘルス分析関連サービスの構築に向け
た整備

〇レセプト・健診情報等の分析に基づいた保健事
業等の推進

〇保険者協議会における保健事業の効果的な実
施への支援

〇健康増進対策
 ・受動喫煙対策の強化

〇リウマチ・アレルギー対策

〇がん対策
 ・肝炎対策

〇アルコールの健康障害対策・薬物依存症対策・
ギャンブル等依存症対策の推進

〇医師偏在対策の推進

〔全〕１９億円
（〔全〕１２億円）

〔全〕１４億円
（〔全〕１０億円）

〔全〕１．１億
（〔全〕０．９億円

〔全〕４７億円
（〔全〕４２億円）

〔全〕１０．６億円
（〔全〕６．９億円）

〔全〕１６８億円
（〔全〕１６８億円）

〔全〕８．２億円
（〔全〕６．３億円）

〔全〕１２０億円
（〔全〕１１３億円）

〔全〕２．０億円

〔全〕８．２億円

〔全〕０．９億円

〔全〕４３億円

〔全〕８．１億円

〔全〕１７３億円

〔全〕８．２億円

〔全〕１１９億円

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
〇低所得者対策の強化（社会保障の充実）

〇財政調整機能の強化（社会保障の充実）

〇保険者努力支援制度（社会保障の充実）

事項要求
（〔全〕８３２億円）

事項要求
（〔全〕８００億円）

事項要求
（〔全〕６６７億円）

〔全〕８３２億円

〔全〕８００億円

〔全〕９１２億円

（２）国民健康保険制度改革

△

◆予算項目以外の状況
・改正国民健康保険法に基づき、Ｈ３０年度から都道府県が市町村とともに府内市町村国保を運営。
・国民健康保険の構造的課題に対応するため、国において万全の財政措置が必要。

６．保健ガバナンスの強化
（１）都道府県の保健ガバナンスの
強化に向けた支援の充実

△

◆予算項目以外の状況
・NDBから抽出した医療費データの提供はこれまでに散発的にしか行われておらず、今年度から毎年提供
されることとなっている医療費データやマニュアルについても未だ提供されていない。
・国において検討中の保健医療データプラットフォームなどについても、どのようにアクセスが確保されるの
か不明である。
・都道府県に新たな役割を求める場合は、十分な事前協議、財源措置が必要である。

（３）薬物乱用防止対策及び依存症
対策の充実
①危険ドラッグを始めとする薬物乱
用防止対策の充実
②薬物依存症・ギャンブル等依存症
患者受入医療体制の充実
③依存症に取り組む民間団体への
支援の充実 △

◆予算項目以外の状況
・危険ドラッグ撲滅に向けての取組みの結果、危険ドラッグを販売する店舗は、全国的に壊滅したが、今な
お、インターネットによる危険ドラッグ販売が見られるなど、潜在化に対する十分な措置が取られていない。
・薬物依存症の入院治療及びギャンブル等依存症の専門治療プログラムについて、診療報酬加算の対象
となっていない。
･また、ギャンブル等依存症対策基本法の成立を受け、今後国において策定される計画において国や事業
者等の役割を明確にするとともに、都道府県計画策定の参考となるガイドラインを早期に示すことが望ま
れる。
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要望・提案事項 予算内容等 摘要概算要求状況等
◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
〇後期高齢者医療制度関係経費 〔全〕５兆３，８１６億円

（〔全〕５兆２，７９０億円）
〔全〕５兆３，６８０億円

◆概算要求の状況 ＜厚生労働省＞
〇全国統一の薬局機能情報提供システムの整備
に向けた調査

〔事〕０．３６億円
（新規）

〔事〕 ０．０６億円

◆概算要求の状況
＜厚生労働省＞
強靭・安全・持続可能な水道の構築（他府省分を
含む）

＜環境省＞
循環型社会形成推進交付金（浄化槽分）

〔全〕８２５億円
（〔全〕３７５億円）

〔全〕１１０億円
（〔全〕８４億円）

〔全〕６５０億円

〔全〕９６億円

（４）火葬場更新にかかる補助制度
の創設等

×

◆予算項目以外の状況
・火葬場については、耐震化や超高齢化社会の到来による火葬件数の増加に対応するため、多くの施設
で増改築を行う必要が生じているが、設置者である市町村にとって極めて大きな財政負担となっていること
から、今後も適切な火葬業務を継続するためにも国における財政的支援は必要。

（３）水道の広域化及び水道・浄化
槽整備の推進
①水道事業の広域化にかかる交付
金制度の拡充
②水道施設の更新等の推進
③浄化槽市町村整備推進事業（市
町村設置型合併処理浄化槽）の導
入促進 △

◆予算項目以外の状況
・水道事業の広域化にかかる交付金制度については、本府の要望の一部において採択要件の緩和、対象
事業の拡大等の措置が見込まれる。しかし、府域一水道に向けた広域化を推進するためには、より活用し
やすい採択基準や対象施設等の緩和措置が必要。
・浄化槽市町村整備推進事業に対する要望について、国庫補助率の引き上げ、維持管理費用の財源措置
は講じられていない。

（２）食品の安全性確保策の充実

×

◆予算項目以外の状況
・特段の動きは見受けられない。

７．安全で安心な日常生活を支える
公衆衛生の向上
（１）薬局機能情報提供制度にかか
る全国統一のシステム構築

△◆予算項目以外の状況
・将来的に、全国統一の薬局機能情報提供システムの設計・作成・運営を視野に入れた調査は実施される
こととなるが、具体的なシステム構築への着手は実現していない。

（４）柔道整復施術等療養費の適正
化

△

◆予算項目以外の状況
・H29年に改正された柔整審査会の審査要領にかかる具体的な取り扱いの例が示された。（H30年12月）
・あん摩・はり・きゅう療養費にかかる留意事項通知が改正され、支給申請書に医師の同意書添付が必須
とされた。（H30年10月適用）
・あん摩・はり・きゅう療養費に受領委任取扱規程が定められ、患者に対して施術内容が確認できる明細書
等の交付が義務付けられた。（H31年1月適用）

（３）後期高齢者医療制度

△◆予算項目以外の状況
・後期高齢者医療制度の保険料（均等割）に係る軽減特例の見直しについて、介護保険料軽減の拡充や
年金生活者支援給付金の支給とあわせて実施することとされている。
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